


































































































































年 月 日 事　　　　　項
1941.12.  8 日米開戦
1943.10.12 東條英機内閣、「教育ニ関スル戦時非常措置方策」を閣議決定
1945.  8.15 敗戦
1945.12.  4 幣原喜重郎内閣、「女子教育刷新要綱」を閣議決定
1946.  8.10 「教育刷新委員会」設置（1949.6より教育刷新審議会と改称）
1948.  1.15 「大学設置委員会」設置（1949.6より大学設置審議会と改称）
1949.  5.16 「短期大学設置法案（学校教育法の一部改正法案）」成立
1949.  8.31 大学設置審議会、「短期大学設置基準」を答申
1950.  4.  1 短期大学制度発足（公立17校、私立132校、計149校）
1950.  8.29 大学設置審議会、「短期大学通信教育基準」を答申
1951.10.  6 短期大学教育課程等研究協議会、「短期大学の教育内容について」を決議
1951.10.16 政令改正諮問委員会、「教育制度の改革に関する答申」を決議
1952.  6.  6 「中央教育審議会」設置





1956.  3.22 短期大学教育課程等研究協議会、「短期大学施設設備の標準」を決議
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1956.11.  9 日本経営者団体連盟、「新時代の要請に対応する技術教育に関する意見」を発表
1956.12.10 中央教育審議会、「短期大学制度の改善について」を答申
1957.11.11 中央教育審議会、「科学技術教育の振興方策について」を答申
1958.  3.24 第28国会「専科大学法案（学校教育法の一部改正法案）」提出（審議未了廃案）
1958.  9.29 第30国会「専科大学法案」提出（11.1衆院通過、審議未了廃案）
1958.12.10 第31国会「専科大学法案」提出（審議未了廃案）
1961.  3.11 池田正之輔・科学技術庁長官、文部省に大学設置基準の運用緩和を勧告（池正勧告）
1961.  6.  7 「高等専門学校設置法案（学校教育法の一部改正法案）」成立
1963.  1.29 中央教育審議会、「大学教育の改善について」を答申（38答申）
1964.  6.17 「短期大学制度恒久化法案（学校教育法の一部改正法案）」成立
1966.  3.30 大学設置審議会、「短期大学設置基準について」を答申
1971.  6.11 中央教育審議会、「教育改革のための基本的施策」を答申（46答申）
1972.  6.  8 「高等教育懇談会」設置
1975.  4.28 短期大学設置基準「省令化」
1975.  7.  3 「私立学校振興助成法」成立
1975.  7.11 「専修学校設置法案（学校教育法の一部改正法案）」成立
1976.  3.15 高等教育懇談会、「高等教育の計画的整備について」を報告
1984.  8.21 「臨時教育審議会」設置
1986.  4.23 臨時教育審議会、「教育改革に関する第二次答申」を決議
1987.  9.  4 「大学審議会」設置





2001.  6.11 遠山敦子・文部科学大臣、「大学の構造改革の方針」を発表（遠山プラン）
2005.  2.  1 中央教育審議会、「我が国の高等教育の将来像」を答申





























































































































































































































































































重要である。荒井克弘は、短期大学の設置数の推移をもとに、①1950 ～ 57年、②1958 ～ 68年、
③1969 ～ 80年、④1981 ～ 89年、という時期区分を設定している38）。また平川景子は、①短期大
学制度への移行期（1945 ～ 50年、敗戦から短期大学の設置および認可まで）、②短期大学制度の
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